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 午前 10時 00分開議  

○議長（山本  徹）おはようございます。  

 ただいまから本日の会議を開き、直ちに日程に入ります。  

   

県政一般に対する質問並びに提出案件に対する質疑  

○議長（山本  徹）日程第１、県政一般に対する質問並びに議案第 81

号から議案第 100号まで及び報告第 15号から報告第 20号までを議題

といたします。  

 これより各議員による県政一般に対する質問並びに提出案件に対

する質疑を行います。  

 通告がありますので、順次発言を許します。  

 谷村一成議員。  

   〔 10番谷村一成議員登壇〕  

○ 10番（谷村一成）皆さん、おはようございます。自由民主党富山県

議会議員会の谷村一成です。本日のトップバッター、そして新人議

員最後の登壇になります。よろしくお願いいたします。  

 質問に先立ちまして、一言申し上げます。  

 このたび、定例会本会議におきまして、初めて質問の機会を与え

ていただきました先輩議員、そして同僚議員の皆様には、心より感

謝申し上げます。また、傍聴に来ていただきました支援者の方々に

は、厚く御礼申し上げます。  

 私からは、３項目 12点について、一括にて質問いたします。  

 初めに、人づくりなど未来への投資について４点お伺いいたしま

す。  
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 岸田政権では新しい資本主義を掲げ、従来、コストと認識されて

きた賃金や設備、研究開発への投資などを、未来への投資と再認識

し、人への投資や国内投資を促進する政策を展開しています。未来

への投資は、社会や経済の持続的な成長と発展に不可欠な要素です。

その中でも特に重要なのが人づくりです。  

 人づくりは、教育、訓練、スキルの向上、健康促進などを通じて、

個人と社会全体の能力を高め、未来への持続可能な成功を支える重

要な投資であると感じております。  

 本県でも、第２期とやま未来創生戦略により、北陸新幹線敦賀開

業による効果を最大限に発揮するための取組のほか、結婚、出産、

子育ての環境整備、若者等の雇用創出、県内への移住促進、若者、

女性、高齢者など多様な人材の確保、未来を担う人づくりなどにお

いて、人づくりを中心とした投資に取り組んでおられます。  

 まず、１点目は、新たに生まれる人の流れの取り込みについてお

伺いいたします。  

 北陸新幹線敦賀開業は、富山―金沢を結ぶシャトル便「つるぎ」

の敦賀延伸に伴い、富山―大阪は 29分短縮されて最短で２時間 35分

となります。これにより、関西圏から本県への新たに生まれる人の

流れに大いに期待するところであります。  

 本県には北陸新幹線駅が、富山駅、新高岡駅、そして新川地区の

玄関口として黒部宇奈月温泉駅があります。富山県成長戦略の新田

知事のメッセージにもありましたが、富山には何もないと言わせな

いためにも、この開業効果を最大限に活用し、観光誘客はもちろん、

若者を中心とした移住促進、新たな魅力あるまちづくりにも取り組

み、新川地域をはじめとした県全域の活力を生んでいく必要があり
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ます。  

 そこで、北陸新幹線敦賀開業により新たに生まれる関西圏からの

人の流れなどを取り込むため、東京圏はもちろん、関西圏での観光

誘客や移住促進、交流促進などの取組を強化していくべきと考えま

すが、新田知事に所見をお伺いいたします。  

 次に、農業経済学に関する寄附講義の成果についてお伺いいたし

ます。  

 本県では、今年度、農業経済学や食料システム等を学ぶ機会を確

保し農業に関する理解や関心を高めるため、富山大学で農業経済学

に関する寄附講義を設置されました。本県は、気候風土と豊かな水

に恵まれ、全国屈指の水田率や圃場整備率、都道府県別食料自給率

を誇るにもかかわらず、県内の高等教育では農業を学ぶことができ

ないため、この取組は大変すばらしいと思います。  

 そこで、本講義を通じて農業経営等を学んだ学生や関心を持った

県民をとやま農業未来カレッジで受け入れるなど、本県農業に積極

的に参画していくような流れをつくっていただきたいと思っている

次第であります。  

 この講義を行い、受講者の受け止めなど成果はどうだったのでし

ょうか、今後の取組方針と併せて横田副知事にお伺いいたします。  

 次に、高等教育の充実についてお伺いいたします。  

 高等教育の振興は、若者の教育の機会を創出することはもちろん、

研究成果や専門知識を有し、各分野への人材供給に加え、イノベー

ションと新技術の発展に寄与し、産業、地域社会の活性化、加えて

芸術文化活動の促進など様々な面での効果が期待でき、将来の富山

を担う人材の投資の一翼を担うと考えます。  
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 また、近年、大学の地方サテライトキャンパスの事例も増加傾向

にあると感じています。サテライトキャンパスの誘致は、地域に新

たな雇用機会が生まれるなど地域経済への貢献や、地方や郊外の学

生に対する高等教育へのアクセスの向上、また、地域課題解決に参

加し地域の発展や社会的な改善に寄与するなど地域社会への貢献、

そして、大学の影響力とブランド価値が地域に広がります。これに

より、大学の知名度が向上し、学生の志願者数が増加することが期

待されます。  

 これらの目的や利点により、大学サテライトキャンパスの誘致は

地域にとって大変重要であり、地域社会と大学の連携が促進される

ことが期待され、地域と大学との協力により持続可能な地域の発展

が支えられると考えます。よって、本県の特性を踏まえ、それぞれ

の強みや特色を生かした魅力ある大学づくりに取り組んでいただく

ことを願います。  

 そこで、県内の高等教育を充実するため、県内大学のさらなる魅

力向上や、県外大学のサテライトキャンパスの誘致等に取り組んで

いくべきと考えますが、これまでの取組状況と併せて新田知事にお

伺いいたします。  

 次に、県外大学生との交流についてお伺いいたします。  

 近年、地方創生に積極的に関わる大学が増えており、その取組が

注目されています。文部科学省では、国が地方創生を掲げる前から、

地方や地域の自治体などと大学が連携する取組を進めており、多く

の事例を紹介しています。  

 先日、母校の産学官・地域連携センターに行き、大学と連携先組

織との１対１ではなく、産学官連携ネットワークを構築するＨＵＢ
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構想の話なども聞いてきたところであります。大学の地域連携は、

自治体や地域の企業と協働することによって地域が抱える課題を解

決していこうというのが狙いであり、また、若者の地元定着と地域

の活性化を推進するのも目的となっているようです。  

 中山間地域を多く抱える本県におきましても、人口減少や少子高

齢化の進展等に対処していく上で、若者の創意工夫を積極的に地域

の活性化に活用していくべきであり、県外の学生を地域に迎え入れ

地域課題の解決を図る仕組みは、交流人口の促進を図る観点からも

有効な方策であると考えますが、今後どのように取り組んでいくの

か竹内地方創生局長にお伺いいたします。  

 続きまして、２つ目の項目、ＤＸの推進について５点質問いたし

ます。  

 世界から後れを取っている日本のデジタル化。昨年、スイスの国

際経営開発研究所が発表した世界デジタル競争力ランキング 2022に

おきましても、前年から１つ順位を落とし、過去最低の 29位となり

ました。  

 しかしながら、 2021年９月１日にデジタル庁が発足してから、政

府は自治体デジタル・トランスフォーメーション推進計画やデジタ

ル田園都市国家構想などにより、地域社会のデジタル変革を推し進

めようとしているため、日本のデジタル化はそれなりに進んでいる

と感じています。  

 昨年 10月に日本総研が発表した都道府県別基礎自治体の自治体Ｄ

Ｘの取組状況の偏差値では、本県が第７位でした。具体的には、自

治体ＤＸの推進体制、行政サービスの向上・高度化、情報セキュリ

ティ・デジタルデバイド対策、デジタル・ガバメント実行計画、オ
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ープンデータの実施状況、マイナンバーカードの交付状況について、

偏差値を算出し順位をつけています。本県は、特に、組織体制、ワ

ンストップで行うために必要と考えられる手続、そしてオープンデ

ータで高い偏差値でありました。  

 このように、本県としては高い成績でありますが、市町村間では

格差を感じているところであります。  

 ＤＸの推進は、産業の成長や生産性向上、生活の質の向上を図る

上で重要な取組であり、県下全体で着実に進めていく必要があると

思っております。行政や産業、地域社会のＤＸを推進するため、Ｄ

Ｘ人材の育成確保をはじめ計画的に取組を進めていく必要があると

考えますが、ＤＸ推進条例の検討状況と併せて新田知事にお伺いい

たします。  

 次に、行政サービス向上についてお伺いいたします。  

 県ではスマート県庁推進プロジェクトに取り組んでおられますが、

そ の 中 で 、 例 え ば 電 子 申 請 対 応 手 続 数 は 、 令 和 ４ 年 度 の 目 標 で

4,300件としていますが実績は 2,884件と、まだまだ道半ばの状況で

あります。  

 デジタル人材の確保も必要となりますが、どこの市町村でも少な

い人材の取り合いになり、なかなか確保できないとお聞きしており

ます。行政部門でのさらなる取組の推進が求められると思います。  

 そこで、県民のための行政サービスの向上に向けて、今後どのよ

うに取り組んでいくのか、市町村のデジタル人材の確保育成の支援

状況と併せて川津知事政策局長にお伺いいたします。  

 次に、専門人材の派遣や企業のニーズ課題に応じた支援について

お伺いいたします。  
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 県では、産学官金が互いに交流しながら、ＩｏＴなどの導入活用

に関わる情報提供や意見交換、交流する機会を設け、県内企業等の

生産性向上や新たなサービス、付加価値の創出を目指すことを目的

に、平成 29年に県ＩｏＴ推進コンソーシアムを設立し、中小企業の

デジタル化に取り組んできており、徐々に広がりが出てきていると

感じております。しかし、昨今、社会情勢が目まぐるしく変化して

いる中、取組を加速していく必要があると思います。  

 そこで、県内企業のデジタル変革を推進し生産性向上につなげる

ためには、専門人材の派遣や企業のニーズ、課題に応じた支援に、

さらに取り組んでいくべきと考えますが、中小企業デジタル変革推

進事業の取組状況と併せて中谷商工労働部長にお伺いいたします。  

 次に、デジタル技術を活用した持続可能な地域づくりについてお

伺いします。  

 県では、県民のウェルビーイング向上の実現を図るため、地域課

題をデジタルで解決する実証事業に取り組んでおられます。観光や

公共交通、子育て支援など、様々な地域課題の解決に寄与する取組

が多く生まれ、県民の生活がよりよくなることを期待するところで

あります。  

 そこで、地域課題の解決に向けて、最先端のデジタル技術を最大

限に活用し、持続可能な地域づくりを推進していく必要があると考

えますが、今後どのように取り組んでいかれるのか、Ｄｉｇｉ－Ｐ

ｏＣ  ＴＯＹＡＭＡの取組状況と併せて川津知事政策局長にお伺い

いたします。  

 次に、介護ロボットやＩＣＴの導入についてお伺いいたします。  

 我が国では、約 800万人を占める団塊世代が全て後期高齢者とな



 －８－ 

る、いわゆる 2025年問題が間近に迫っており、本県では、 75歳以上

人口が 2030年頃にピークを迎える見込みであります。  

 このような中、介護人材の不足は喫緊の課題であり、人材確保に

向けた様々な取組を進めていくことはもとより、現場の負担軽減も

同時に図っていくことは大変重要なことと思います。介護分野での

ＩＣＴ等の導入促進に向け、効果的な普及啓発や導入支援の強化に

取り組んでいくべきと考えます。  

 そこで、介護現場の負担を軽減するため、介護ロボットやＩＣＴ

の導入促進を図っていくべきと考えますが、とやま介護テクノロジ

ー普及・推進センターの開設の狙いや、現在の利用状況と併せて、

有賀厚生部長にお伺いいたします。  

 続きまして、３つ目の項目、サイクリングを活用した地域の活性

化について３問質問いたします。  

 まずは、湾岸サイクリングコースの整備についてお伺いいたしま

す。  

 富山湾は、 2014年 10月、ユネスコが支援する非政府組織で、世界

遺産のフランス、モン・サン・ミシェル湾やベトナム、ハロン湾な

ど世界の名立たる湾が加盟し、湾を活用した観光振興と資源の保全

を目的に活動している、世界で最も美しい湾クラブへの加盟が承認

されました。  

 本県では、湾クラブへの加盟を契機に、整備された富山湾の美し

い景観を楽しむことができる富山湾岸サイクリングコースを活用し

たサイクリング大会の開催など、富山湾の活用に積極的に取り組ん

でおられます。先月には、富山県議員サイクリング研究会の総会及

び講演会もあり、サイクルツーリズムとアドベンチャーツーリズム



 －９－ 

について勉強したところであります。総会後は、本格的なスタイル

の武田議員と大門議員らが、岩瀬方面へ楽しそうにサイクリングに

行かれました。  

 このようなすばらしいアクティビティー環境があるナショナルサ

イクルルートに指定された富山湾岸サイクリングコースには、多く

のサイクリストが訪れており、今後さらなる魅力向上を図っていく

べきであると思いますが、全長距離が約 102キロメートルと長いこ

ともあり、まだまだ整備が不十分と感じられるところがあります。

景観を楽しむサイクリングコースであり、大会開催時のみならず、

ふだんからサイクリングで利用する人々の安全面からも、十分な整

備が必要と考えます。  

 また、現在、このコースにもなります県道魚津生地入善線の新た

な橋梁を設けるバイパス、いわゆる湾岸道路の整備が、令和２年事

業着手となっております。この整備により、魚津、黒部の沿岸部の

観光拠点の連携を図ることができるとともに、新川地域の活性化に

大きく寄与することは、当局も認識しているところと思っておりま

す。  

 先日、右岸側、石田地区のおおしまパークゴルフ場のところです

が、軟弱地盤の影響による設計見直し案の説明がありました。見直

し案についてはやむを得ないと思いましたが、事業期間への影響が

懸念されるところであります。仮に事業期間への影響がないにして

も、事業着手から 15年とは、かなり長いと感じています。まだ 10年

以上かかるわけです。ぜひ工期短縮を検討しながら進めていただき

たいと考えます。  

 そこで、富山湾岸の氷見市から朝日町までを結ぶ湾岸道路の整備
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について、どのような展望を持って取り組んでいくのか。また、一

昨日、寺口議員からも質問がありましたが、改めて県道魚津生地入

善線の進捗状況と併せて市井土木部長にお伺いいたします。  

 次に、サイクリングによる誘客促進についてお伺いいたします。  

 ９月補正予算案において、富山湾サイクリングコースと台湾のサ

イクリングコースとの友好協定締結に向けた準備や、台湾で開催さ

れる国際サイクリングイベントの出展に要する経費が計上されてい

ます。こうした取組をさらに加速するなど、定期便の再開に向けて

も様々な誘客促進策を講じていくべきと考えます。  

 そこで、回復傾向にあるインバウンド需要を取り込むため、サイ

クリングを通じ台湾からのさらなる誘客に取り組んでいくべきと考

えますが、竹内地方創生局長に所見をお伺いいたします。  

 最後の質問になります。  

 富山駅近辺にジャイアントストアが出店予定であるなど、本県の

サイクリングの魅力が高まってきています。魅力あるサイクリング

環境を通じて、国内外からの誘客促進を図っていくべきと考えます。  

 そこで、サイクリングによる誘客促進を図るため、ＳＮＳ等によ

る情報発信の強化や受入れ環境の充実に取り組んでいくべきと考え

ますが、サイクリストに優しい宿やサイクルふらっとの認定状況と

併せて竹内地方創生局長にお伺いいたしまして、質問を終わります。  

 御清聴ありがとうございました。  

○議長（山本  徹）新田知事。  

   〔新田八朗知事登壇〕  

○知事（新田八朗）谷村一成議員の、本会議で初めての、そして１期

生 10名のしんがりを務められての質問にお答えをいたします。  
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 まず、関西圏との交流促進についての御質問にお答えします。  

 来年春、いよいよ北陸新幹線が敦賀開業でありますけども、関西

方面から本県がとても近くなることにもなります。新大阪から約２

時間半程度で結ばれることになります。そして、北陸３県の県庁所

在地が、ほぼ１時間以内で結ばれるということになりますから、関

西圏や福井、石川からの人の流れを取り込むために、本県の魅力を

さらに発信し、広域観光や移住促進等の取組を強化することが大切

と考えております。  

 観光誘客の面ですが、これまでも、黒部宇奈月キャニオンルート

を核とした新たな観光周遊ルートの形成など、広域観光の推進に取

り組んでまいりましたが、関西圏からのさらなる誘客の強化に向け、

来年７月に大阪で開設予定の北陸３県で連携した関西圏情報発信拠

点の開設準備、また、開業直前に冬の北陸旅をＰＲする３県共同告

知を行うために、補正予算に盛り込んでおります。  

 移住促進の面ですが、大阪に窓口を設置し、暮らしや就職に関す

る相談などに対応しております。新たにバーチャルリアリティーを

活用したリアルな富山暮らしの魅力の紹介も始めるなど、関西圏で

の相談にもきめ細やかに対応しております。また、魅力あるまちづ

くりに向けて、例えば、宇奈月温泉の周遊性の向上、黒部の町なか

のにぎわい創出をはじめ、県内市町村が取り組む地域活性化事業を

支援しております。  

 敦賀開業の効果を最大化し、情報発信をより活発に効果的にする

ため、そして観光、移住を伸ばす上でも、ブランディングが重要に

なってくるということも考えて取り組んでおります。  

 引き続き、県内の市町村、石川、福井両県などと連携をして、観
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光誘客や移住・交流促進などに取り組むことで、県内全域の活性化

につなげ、県内外の方々から、「富山には何もない」ではなく、「富

山の魅力は数え切れない」と言われるように努めてまいります。  

 次は、県内の高等教育の充実についてお答えします。  

 高等教育は、本県の未来を担う人材への投資の一翼を担うもので、

各高等教育機関では、本県の特性も踏まえて魅力ある大学づくりに

努めておられ、県としても、高等教育の振興に努めているところで

す。  

 まず県立大学ですが、工学部の充実や看護学部の新設を行うとと

もに、昨年の４月、ＤＸ人材の育成と研究を担うＤＸ教育研究セン

ターを設置しました。連日、産学官、特に民間との連携で、大いに

活用されていると聞いております。また、来年の４月には情報工学

部を新設する予定で、現在、教員の確保、学生の募集を進めており

ます。  

 富山大学さんでは、富山県・富山大学連携推進会議を設置し、

近々では来月 10月４日に開催をする予定にしておりますが、この会

議で、例えば、前回、富山大学の薬学部における地域枠創設の表明

が齋藤滋学長からありました。これを受けまして県としては、今議

会で、この地域枠を対象とする奨学金を創設する条例の提案を行い、

この取組を支援していきたいと考えております。  

 富山国際大学や高岡法科大学におかれても、それぞれの建学の精

神に基づいて魅力向上に努めておられます。あわせて、県内の高等

教育機関で構成されている大学コンソーシアム富山という組織があ

りますが、ここでは、学生が地域の課題解決策を提案する取組、ま

た、学生による地域研究など地域貢献活動に取り組んでおられ、県
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ではその活動を支援しております。  

その一環としまして、私もこのコンソーシアムの富山地域学とい

う講義の枠で、先月、講義をさせていただきました。社会、企業、

そして県庁のデジタル化について、お話をさせていただいたところ

であります。  

 さらに、令和８年に岐阜県の飛騨高山に本校が開校予定の、Ｃｏ

－Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ  Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ―これを縮めて

ＣｏＩＵ（コーアイユー）と言っておりますが、この大学のサテラ

イトキャンパスの設置が射水市に決定しました。  

 今後も、これらの各高等教育機関が一層の魅力向上に努め、県内

高等教育がさらに充実するように努めてまいります。  

 ＤＸの推進についての御質問にお答えをします。  

 富山県では、令和３年 11月にＤＸ・働き方改革推進基本方針、そ

してアクションプランを策定し、手続のオンライン化など行政サー

ビスの向上、県の複数のアプリやサービスを連携させる共通基盤の

整備、デジタル導入による事業者の高付加価値化や生産性の向上、

地域課題をデジタルで解決する実証事業の実施、効果的な情報発信

による観光客誘致や交通サービスの利便性向上、さらに、データサ

イエンス人材の育成強化に向けた県立大学における情報工学部の開

設など、計画的に順を追って取り組んできました。  

 こうした取組もあり、先ほど議員からは、日本総研さんの自治体

ＤＸの偏差値が全国７位であったというデータを御紹介いただきま

したが、ほかのデータでは、野村総研さんが公表される都道府県別

デジタル度ランキングの最新版― 2022年版ですが、ここにおきま

しては、デジタル公共サービス部門で、富山県が東京都と並び全国
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１位、全体４部門の合計でも全体で４位となりました。  

 しかし、ＤＸの取組、成果は、まだまだ途上であると考えており

ます。アクションプランの進捗状況を確認しながら課題を一つ一つ

解決し、ＰＤＣＡを回しながら進めてまいります。  

 現在、人口減少が加速している中、経済活動を活性化させ、社会

生活の質を上げ、さらに、子供を産み育てやすい社会を構築してい

くためには、ＤＸ・働き方改革が不可欠だと考えております。この

ことを、県庁内だけではなく、県民や事業者、また市町村の皆さん

と共有をし推進していくために、年度内を目指して条例の制定を検

討しています。  

 今後、条例案について、県議会の皆さん、市町村、そして県民、

事業者の皆さんに説明し、理解を得ながら作成し、条例に基づく新

たな計画と具体のプロジェクトも一緒に提示をし、県全体のＤＸの

推進力としていきたいと考えております。  

 私からは以上です。  

○議長（山本  徹）横田副知事。  

   〔横田美香副知事登壇〕  

○副知事（横田美香）私からは、農業経済学に関する寄附講義につい

ての御質問にお答えいたします。  

 県内には、以前は富山大学の農業経済学講座などが開設されてい

ましたが、それがなくなりまして、農業経済学や食料システムなど

を継続的に学び研究する場がなくなりました。これは学生や県民、

農業政策を担う行政にとっても、学問的見地、長期的視点で、県農

業について学び議論する場が制約されることになり、大きな課題だ

と考えまして、昨年、県から富山大学に働きかけ、本年４月より経
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済学部に農業経済学に関する寄附講義を開設したところです。  

 本講義では、農政調査委員会の若手研究者である小川真如氏を中

心に研究者３名で、農業・食料経済の基本的特徴や需給の動向、富

山県農業の特徴など、幅広い内容の講義を実施いただきました。こ

の講義は前期で終わりましたけれども、受講生アンケートでは、

93％が内容に満足した、 91％が富山県農業への理解・関心が深まっ

たと回答しています。農業のこのような話を聞いたのは初めてで興

味深かったというお話もありまして、まずは期待した成果が得られ

たと思っております。  

また、広く県民向けの公開講座を 10月までに計３回実施すること

にしています。農業の現状、最新情報、県農業の歴史や特徴、地域

の取組の紹介、パネルディスカッションなどを通じまして、ウェル

ビーイングの基盤である食を支える農業について、県民の理解や関

心を深め、考え、関わっていただく契機としたいと考えています。

ぜひ、皆様にも参加いただければと思っております。  

 将来的には、県内大学に、農業や食料関係分野の研究者が在籍す

ることを目指しております。まずはこの寄附講義を継続し、講義内

容を充実できるように調整を進めてまいります。また、本講義や公

開講座で意欲が高まった方々へは、定員の拡大も予定しております

とやま農業未来カレッジへの入学を促して、担い手の確保にもつな

げてまいります。  

 以上です。  

○議長（山本  徹）竹内地方創生局長。  

   〔竹内延和地方創生局長登壇〕  

○地方創生局長（竹内延和）私から３問お答えさせていただきます。  
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 最初に、県外大学生との交流に関する御質問にお答えをいたしま

す。  

 近年、県内各地で県外の大学生が中山間地域等にも訪れまして、

様々な活動を通じて地域の住民の方々と交流する取組が行われてお

ります。例えば、氷見市の論田・熊無地域では、相模女子大学や東

京農業大学の学生による農業を通じた地域課題の解決策を考える体

験学習が行われております。また、南砺市の利賀地域では、慶應義

塾大学の学生さんによる地域との交流や魅力のＰＲが行われており

ます。  

 こうした取組は、関係人口の拡大を通じまして、「幸せ人口 1000

万～ウェルビーイング先進地域、富山～」を目指します本県にとり

まして、大変望ましい取組だというふうに考えております。  

 県におきましても、令和元年度より、東京大学の学生が中山間地

域の住民との交流を通じて地域の魅力や課題を体感し、活性化策や

解決策を考える、中山間地域フィールドスタディ政策協働推進事業

を市町村と連携して実施しております。  

 本事業を実施されました砺波市栴檀山地域では、昨年度、学生さ

んから提案のあった地域活性化策の一部が地域活動に採用されたり、

体験活動終了後も、コスモスウオッチングの開催時期に学生さんが

再度砺波市を訪れるなどの成果があったというふうに伺っておりま

す。また、同じく実施されました黒部市東布施地域では、現在、地

域の住民と学生さんが一体となって地域活性化策を実現することを

目標に準備を進めていらっしゃるというふうにお伺いしております。  

 意欲のある県外の若者と、受入れに関心の高い地域との交流につ

いて、今後とも積極的に取り組みまして、市町村や住民の方々と連
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携して、関係人口、交流人口の創出拡大に努めてまいります。  

 次に、サイクリングを通じた台湾からの誘客に関する御質問にお

答えをいたします。  

 近年は、コロナ禍でインバウンド誘致が難しい時期が続きました

けれども、今年の春には富山―台北便の臨時便が３年ぶりに就航し、

また、今月から来月にかけて秋の臨時便が就航予定となるなど、台

湾からのインバウンド需要は回復しつつあると認識しております。  

 県では、外国人観光客の受入れ再開後のインバウンド需要の取り

込みや、富山―台北便の運航再開を見据えまして、自転車を通じた

誘客を図るために、今年１月に台湾において、現地の旅行会社に本

県のサイクリングコースや充実したサイクリスト受入れ環境のＰＲ

を行ってまいりました。  

 また、４月に開催いたしました富山湾岸サイクリング 2023におき

ましては、台湾の旅行会社４社と著名ユーチューバー等のインフル

エンサーを招聘し、大会へ参加いただきまして、さらに県内観光地

の視察等も行っていただいたところでございます。また、日本在住

の台湾人サイクリスト向けのモニターツアーも、このとき同時に実

施をしております。  

 こうした取組に加えまして、御質問の中で御紹介もいただきまし

たけれども、今年３月に新田知事が訪台した際に台湾側から御提案

いただきました、富山湾岸サイクリングコースと台湾の主要サイク

リングコースとの間での友好協定締結に向けた準備を進めておりま

す。また、来年３月に台北で開催されます国際的な自転車展示会、

ＴＡＩＰＥＩ  ＣＹＣＬＥ  2024に出展したいというふうに考えて

おりまして、必要な経費を９月補正予算案に盛り込んだところでご



 －１８－ 

ざいます。  

 こうした取組によりまして、これまでの交流や誘客に加えてサイ

クリングを通じた相互交流を深め、台湾とのさらなる交流、さらな

る誘客に努めてまいります。  

 次は、サイクリングコースについての情報発信等の御質問にお答

えをいたします。  

 本県のサイクリングコースの認知度向上を図り国内外からの誘客

を促進するためには、富山湾の美しい景観やコース沿線の多彩な歴

史、文化、食などの魅力を効果的に情報発信すること、そして、受

入れ環境を充実させていくこと、この両方が重要だというふうに考

えております。  

 県では、これまで、県内サイクリングコースのＰＲ動画を作成し

ユーチューブで公開するとともに、有名ユーチューバー、インスタ

グラマーなどを起用した動画配信や、サイクリング専門誌の富山版

を発刊するなど、情報発信に取り組んできているところでございま

す。  

 また、受入れ環境につきましても、サイクルステーションやサイ

クルカフェの整備をはじめとして、国のナショナルサイクルルート

指定後につきましては、サイクリストに優しい宿や、サイクリスト

向けサービスを提供するコース沿線のコンビニエンスストアをサイ

クルふらっととして認定する制度を創設するなど、その充実にも取

り組んできております。サイクリストに優しい宿は 25件、サイクル

ふらっとにつきましては 40件、認定をしているところでございます。  

さらに、現在、北陸３県が連携したモバイルスタンプラリーを実

施しております。来月には、県の公式サイクリングＳＮＳを立ち上
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げ、サイクリングで巡ることができる県内の見どころを発信するな

ど、あわせまして情報発信の強化に取り組んでいるところでござい

ます。  

 今後とも、効果的かつ戦略的な情報発信に努めるとともに、国内

外から訪れていただける皆様に快適にサイクリングを楽しんでいた

だけるよう、受入れ環境のさらなる充実に努めることによりまして、

誘客促進につなげてまいりたいというふうに考えております。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）川津知事政策局長。  

   〔川津鉄三知事政策局長登壇〕  

○知事政策局長（川津鉄三）私からは、２問お答えいたします。  

 まず、ＤＸによる行政サービス向上についての御質問にお答えい

たします。  

 議員御指摘のとおり、行政サービスのデジタル化、ＤＸは重要で

あることから、スマート県庁推進プロジェクトといたしまして、行

政手続のオンライン化やＲＰＡ等を活用した業務効率化に取り組ん

でおります。  

 電子申請の達成率につきましては目標の約７割にとどまっており

ますが、添付する各種証明書が電子化に対応していないことに加え

まして、申請手数料の収入印紙での納付を求めるなどの支障事由が

解消されていないことによるものでありまして、達成率向上のため、

添付書類の電子化対応や申請経路の見直しなどを進めてまいりたい

と考えております。  

 こうしたＤＸを着実に進めていくためには、デジタル人材の確保

が重要であることから、県では、上級職の採用試験にデジタル枠を
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設けたほか、ＵＩＪターン、就職氷河期枠での中途採用を行い、デ

ジタル人材の確保を進めております。  

 また、市町村におきましても、デジタル人材の確保は困難な状況

にありますことから、県では、今年度新たに、デジタルの高度専門

人材を確保いたしまして市町村のシステム標準化やＤＸ推進の取組

を支援することとしております。近く、民間企業で経験を積まれま

したデジタル人材を配置したいということで、準備を進めておりま

す。  

こうしたデジタル人材の確保に合わせ、ＤＸを推進するためには

職員の育成が不可欠なことから、県、市町村合同のＤＸ研修を開催

しているところです。今後とも市町村等と連携し、人材育成を進め

ながら、県民目線の行政サービス向上に積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。  

 次に、デジタル技術を活用した地域課題解決の御質問にお答えい

たします。  

 地域課題の解決にデジタル技術を活用することは重要であること

から、県ではＤｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭＡ事業におきまして、

本県が抱える地域課題を、全国から募集した先進のデジタルソリュ

ーションで解決する実証実験プロジェクトに取り組んでおります。  

 昨年度は、開始した年なんですが、多品種少量生産で効率化が難

しい中小製造業の課題に対応するため、デジタルツインの技術を活

用したシミュレーションにより生産性向上を図る実証など、６分野

７プロジェクトを実施いたしまして、現在もその自走化に向けた取

組を継続しております。  

また、今年度は、観光地における駐車場内や周辺道路での渋滞、
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立ち往生といった課題に対しまして、超音波センサーや画像認識カ

メラにより車両カウントを行って、ウェブサイトやデジタルサイネ

ージで混雑状況を表示することにより駐車場の利便性を向上するプ

ロジェクトに加えまして、路線バスの恒常的な遅延に対しまして、

ロケーションデータを活用してバスダイヤを最適化するプロジェク

トなど、７分野９つのプロジェクトに取り組んでおります。  

 こうした実証実験プロジェクトを創出し社会実装につなげるため

には、幅広いプレーヤーにその意義や成果を広く周知いたしまして、

地域のデジタル活用に対する意識改革につなげていくことが重要で

あると考えております。このため、Ｄｉｇｉ－ＰｏＣ  ＴＯＹＡＭ

Ａでは、プロジェクト募集や成果報告会などを広く公開いたしまし

て、実際、東京で行ったりして、新たなプロジェクトの誘発に努め

ております。  

 最新のデジタル技術を活用いたしました地域課題解決の取組は、

持続可能な地域づくりに不可欠でありますので、成長戦略でも掲げ

ております実証実験立県とやまの実現に向けまして、積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）中谷商工労働部長。  

   〔中谷  仁商工労働部長登壇〕  

○商工労働部長（中谷  仁）私からは、県内中小企業のデジタル化支

援についてお答えをいたします。  

 県内の中小企業が、昨今の人手不足や継続的な賃上げ等の課題に

も対応し、事業を継続し発展させていくためには、デジタル技術を

十分に活用して生産性を向上させていくことが重要であると考えて
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おります。  

 県では、県内中小企業のデジタル化を後押しするために、企業の

ニーズ、課題に即した支援を行ってきております。具体的には、人

材の確保育成として、県ＩｏＴ推進コンソーシアムにおける各社の

デジタル化の段階に応じた研修講座の開催、自社課題の抽出・把握

として、新世紀産業機構において、ＩｏＴ、ＡＩ等の導入に関する

相談対応や専門家の派遣による現場での課題等の改善提案を実施し

ております。また、初期費用の確保については、ビヨンドコロナ補

助金等で支援をしてきております。  

 このような取組の結果、ＩｏＴ推進コンソーシアム会員企業のＩ

ｏＴ導入率が 40％を超えまして、その中にはＩｏＴ導入で機械稼働

率が 10％以上向上した事例や、ＡＩによる画像解析で製造コストが

20％低減するなどの事例も生まれております。  

今後、さらに経営者層に、デジタル技術の導入メリットへの理解

を深めていただきますように、業務改善や利益拡大につながった優

良事例を分かりやすく動画等で広くＰＲをしますなど、横展開を図

りながらデジタル技術の浸透に努めていきたいと考えております。  

 引き続き、県ＩｏＴ推進コンソーシアムや新世紀産業機構のほか、

商工団体等の支援機関とも連携しながら、中小企業に寄り添った支

援を心がけてまいります。  

 以上でございます。  

○議長（山本  徹）有賀厚生部長。  

   〔有賀玲子厚生部長登壇〕  

○厚生部長（有賀玲子）私からは、介護分野でのＩＣＴ等の導入促進

についてということで、お答えさせていただきます。  
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 県では、補助制度を設けることにより、平成 26年度から介護ロボ

ットの導入を、令和３年度からはＩＣＴの導入を支援してきました。

あわせて、介護ロボット、ＩＣＴの活用により、職員の負担軽減や

業務効率化に効果を上げた事業所の取組事例を横展開するため、県

内の介護事業所に普及啓発してきたところでございます。  

 また、介護ロボットやＩＣＴといったテクノロジーの導入を推進

する拠点として、サンシップとやま内に、介護ロボット、ＩＣＴ等

の相談対応や情報発信、関連研修等を一元的に行う、とやま介護テ

クノロジー普及・推進センターを本年４月に開所したところでござ

います。これまでのセンターの利用状況としては、令和５年８月末

時点で、相談件数が 289件、対前年同期比として 1.8倍、来場者数が

882人、同じく前年同期比 1.4倍となっております。  

 県といたしましては、今後、高齢化の進展により、さらに介護需

要が高まることから、介護職員の処遇改善や若者等への福祉・介護

の魅力ＰＲ等による介護人材の確保対策と併せ、センターと連携し

て介護ロボットやＩＣＴの導入促進を図ってまいります。  

 私からは以上です。  

○議長（山本  徹）市井土木部長。  

   〔市井昌彦土木部長登壇〕  

○土木部長（市井昌彦）私から、湾岸道路についての御質問にお答え

します。  

 富山湾沿岸の拠点を結ぶ湾岸道路の構想実現に向けたお尋ねの展

望につきましては、延長が長いことから、国道、県道、港湾道路な

ど各種の道路整備を組み合わせ、一連の道路となるよう、区間を区

切って事業化を図ることとしております。  



 －２４－ 

また、湾岸道路の整備済み区間の一部は、富山湾岸サイクリング

コースとして利用されております。その一つである県道魚津生地入

善線につきましては、県において、現在、片貝川の最下流でバイパ

スを整備しており、これが完成すれば、迂回することなく海沿いを

真っすぐ走行できる魅力あるルートが形成されることになります。

橋梁を新設するこのバイパス整備につきましては、本年５月までに

橋梁の詳細設計を完了したところです。  

 また、黒部市側の橋梁アプローチ部分につきましては、議員御紹

介のとおり、地盤が想定以上に悪いことが判明したことから、道路

の土留めのコンクリート擁壁を盛土に変更する修正設計を実施して

おるところでございます。併せて用地測量に着手し、黒部市などの

関係者と協議しながら、おおしまパークゴルフ場の移設補償を進め

ていくこととしております。  

 工期の短縮につきましては、現在、関係者との協議中であり、ま

た国からの予算配分もあり、確定的には申し上げられませんが、工

事の施工につきましては、橋梁アプローチ部分と橋梁本体部分を一

部同時並行して進めるなどの方策が考えられるところでございます。  

 県といたしましては、湾岸道路が沿岸部の観光拠点を結ぶ一連の

道路としてつながれば、富山湾の魅力を一層アピールできると考え

ており、引き続き整備促進に努めてまいります。  

 以上です。  

○議長（山本  徹）以上で谷村一成議員の質問は終了しました。  


